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１ 目的 

  この事業は、区市町村が２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大

会（以下「２０２０年大会」という。）開催決定を契機として実施するスポーツ

振興や地域の活性化につながる事業（以下「対象事業」という。）を支援するこ

とにより、東京都（以下「都」という。）において、地域からオリンピック・パ

ラリンピックの気運の醸成を図り、スポーツ振興などの各区市町村の地域レガシ

ーにつなげることを目的とする。 

 

２ 実施主体 

  対象事業の実施主体は、区市町村とする。 

  ただし、区市町村は、この事業の交付の対象となる事業の運営を団体等に委託

して実施することができるものとする。 

また、事業の内容により、複数の自治体等が合同で実施することができるもの

とする。 

 

３ 対象事業 

  この事業は、地域の実情に応じて実施される次の事業を対象とする。 

（１）スポーツ振興等事業 

    区市町村が地域の特性に応じ主体的に取り組む次に掲げる事業から、区市

町村が選択して実施するものとする。 

ア 普及啓発等事業 

区市町村が、２０２０年大会の開催気運を醸成し、地域のレガシーにつ

なげるために行う事業のうち、次に掲げる事業 

（ア） オリンピック・パラリンピックの理解促進事業 

（イ） スポーツの普及啓発事業 

（ウ） 海外の来訪者の受入体制整備事業 

イ 障害者スポーツ地域振興事業 

区市町村が、身近な地域における障害者スポーツの振興を図り、障害者

が継続的にスポーツを楽しめる環境を整備するために行う事業 

 



 （２）スポーツ施設整備事業 

    都が推進する「スポーツ都市東京」の実現に向け、２０２０年までに都民

のスポーツ実施率７０％を達成し、スポーツ環境の充実・拡大を図るために

区市町村が行う施設整備事業 

 

４ 補助期間 

  補助期間は、東京都知事（以下「知事」という。）が特に認める場合を除き、

単年度とする。 

 

５ 実施方法 

  区市町村は、３に掲げる対象事業の中から選択し、事業を実施するものとする。 

  なお、区市町村長は、事業実施後、知事に対し事業の実績を報告するものとす

る。 

 

６ 経費の補助 

  対象事業の実施に必要な経費は、都が別に定めるところにより予算の範囲内で

補助するものとする。 

 

７ その他 

  この要綱に定めるもののほか、この事業の実施に関して必要な事項は、都が別

に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 


